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前期・後期基本計画の重点プロジェクトの対応表

後期基本計画重点プロジェクト案は地方創生2.0基本構想の「政策の5本柱」を踏まえた
体系とします

対応する地方創生2.0
基本構想の「政策の5本柱」

（1）安心して働き、暮らせる地方の
生活環境の創生

（2）稼ぐ力を高め、付加価値創出型の
新しい地方経済の創生
～地方イノベーション創生構想～

（5）広域リージョン連携

（3）人や企業の地方分散
～産官学の地方移転、都市と地方
の交流等による創生～

（4）新時代のインフラ整備とAI・
デジタルなどの新技術の徹底活用

前期基本計画

重点プロジェクト

後期基本計画

重点プロジェクト案

①安心な暮らしPJ①地域経済活性化PJ

②地域経済活性化PJ②安心な暮らしPJ

③地域の魅力づくりPJ③結婚・出産・子育てPJ

④デジタル利活用推進PJ④地域の魅力づくりPJ

対応する第2期「まち・ひと・しごと創生
総合戦略」（2020改訂版）

令和2年12月21日

基本目標1

稼ぐ地域をつくるとともに、安心して働
けるようにする

基本目標2

地方とのつながりを築き、地方への新

しいひとの流れをつくる

基本目標3
結婚・出産・子育ての希望を

かなえる

基本目標4
ひとが集う、安心して暮らすことができ
る魅力的な地域をつくる



3

後期基本計画の重点プロジェクト案

後期基本計画重点プロジェクト案は住民アンケート（昨年度及び本年度実施）などの

結果を踏まえた内容です

後期基本計画重点プロジェクト案

昨年度実施した住民アンケートの重要度の結果（p.4参照）、本年度実施したWebアンケート結果などを踏まえ、重点プロジェクトの内容を作成

②地域経済活性化PJ

• 民間活力導入による賑わいづくりと経済環境の好循環◆

• 町内の7つの区域を中心とした地域拠点の形成◆

• 魅力ある地域産業づくり及び安定した雇用の創出■

• 起業・創業の意欲向上及び若者が働きたいと感じる職場環境の創出●■

• リモートワークやワーケー

ション等の新しい価値
観を踏まえた仕組みや

制度の構築

①安心な暮らしPJ

• 利便性高い公共交通の形成及び地域医療体制の維持・充実▲●◆

• 災害に強い「まち・ひとづくり」を中心とした地域課題の解決●◆

• 高齢社会においても自分らしく生きる地域づくり及び地域資源の継承▲■

• 子育て世代の集まるまちづくり▲●■

• 女性が希望するキャリアを実現し、地域で輝ける体制の構築■

－

③地域の魅力づくりPJ
• 通年型の観光地化及びインバウンド客の誘客●▲◆

• 吉野のよさや魅力等の情報発信を通じた移住定住の促進▲●■

• 地域の多様な担い手としての「関係人口」の創出及び二地域居住の促進▲■

－

④デジタル利活用推進PJ
• デジタル技術の導入による行政サービスの変革を通じた住民の利便性向上

●◆

• デジタル専門人材の確保と養成▲◆

－

後期計画の重点PJに掲載する内容
前期計画の重点PJの中で
後期計画に掲載しない内容

▲：住民アンケートの重要度が高い内容 ●：Webアンケートの重要度が高い内容
■：前期計画の内容 ◆：後期計画に新たに追加する内容



39.1%

38.0%

28.8%

24.3%

23.8%

21.3%

18.7%

18.4%

17.3%

17.0%

16.0%

15.0%

14.8%

13.9%

13.9%

11.5%

10.2%

9.9%

9.4%

8.9%

8.9%

7.9%

7.5%

7.0%

6.8%

6.8%

6.8%

6.4%

5.7%

5.2%

4.4%

3.1%

2.7%

1.4%

4

住民アンケートの重要度の結果

住民アンケートの結果で、重要度が高かった施策を重点プロジェクトの内容に反映します

順位 施策名

1 利便性の高い公共交通システムの構築

2 地域医療の充実

3 子育て支援の充実

4 高齢者の自立支援の推進

5 魅力あふれる観光の振興

6 関係人口の創出と移住定住の促進

7 学校教育の充実

8 職員の人材育成

9 地域特性を活かした土地利用の推進

10 安全で快適な居住環境の整備

11 安全で快適な道路・河川の整備

12 地域防災力の向上

13 消防・救急体制の充実

14 自然環境及び生活環境の保全・保護

14 効果的で効率的な行政運営の推進

16 一般廃棄物の適正な処理

17 木材関連産業の振興

18 財政健全化と行財政改革の推進

19 安全で安心な上下水道の整備

20 商工業の振興

20 社会保障制度の円滑な運営

22 世界遺産等文化財の保全と活用

23 情報通信技術等を活用したデジタル化の推進

24 人権が尊重されるまちづくり

25 地域ぐるみの健全育成

25 健康づくりの推進

25 障がい者の自立支援の推進

28 交通安全・防犯対策の推進

29 包括的で重層的な支援体制の構築

30 協働のまちづくりの推進

31 農林漁業の振興

32 社会教育と生涯学習の推進

33 社会体育と生涯スポーツの推進

34 広報広聴の充実

重要度が高い施策（橙色）を

中心に重点プロジェクトに反映し、
住民ニーズの高い取組を

重点的に実行する
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「地方創生2.0基本構想」の目指す姿と政策の5本柱（令和7年から10年間）

地方創生2.0基本構想は政策の5本柱を中心に、多様性の好循環を図ることで、「新しい
日本・楽しい日本」を創ることを目指しています

安心して働き、暮らせる地方の生活環境の創生
• 日本中いかなる場所も、若者や女性が安心して働き、暮らせる地域とする。

• 人口減少下でも、地域コミュニティや日常生活に不可欠なサービスを維持するための拠点づくりや、意欲と能力のある「民」の力を活かし
人を惹きつける質の高いまちづくりを行うとともに、災害から地方を守るための防災力の強化を図る。

１

目指す姿
「強い」経済と「豊かな」生活環境の基盤に支えられる多様性の好循環が「新しい日本・楽しい日本」を創る

広域リージョン連携
• 都道府県域や市町村域を超えて、地方公共団体と企業や大学、研究機関などの多様な主体が広域的に連携し、地域経済の成長

につながる施策を面的に展開する。
５

稼ぐ力を高め、付加価値創出型の新しい地方経済の創生～地方イノベーション創生構想～
• 多様な食、農林水産物や文化芸術等の地域のポテンシャルを最大限に活かし、多様な「新結合」で付加価値を生み出す「地方イノ
ベーション創生構想」を推進する。

• 構想の実現に向けて、異なる分野の施策、人材、技術の「新結合」を図る取組を重点的に推進する。

２

新時代のインフラ整備とAI・デジタルなどの新技術の徹底活用
• GX・DXを活用した産業構造に向け、ワット・ビット連携などによる新時代のインフラ整備を面的に展開していく。
• AI・デジタルなどの新技術を活用し、ドローン配送などにより地方における社会課題の解決等を図り、誰もが豊かに暮らせる社会を
実現する。

４

人や企業の地方分散～産官学の地方移転、都市と地方の交流等による創生～
• 過度な東京一極集中の課題（地方は過疎、東京は過密）に対応した人や企業の地方分散を図る。

• 政府関係機関の地方移転に取り組むとともに、関係人口を活かして都市と地方の人材交流を進め、地方への新たな人の流れを
創出する。

３
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第3期奈良県地方創生総合戦略の体系（計画期間：令和7年度～令和11年度）

第3期奈良県地方創生総合戦略は “3つの責任”とそれらを全般的に推し進めるための取
組の4つの基本目標で構成されています

3つの責任

基本目標①

県民や事業者の安心と暮らしへの責任

1. 安全・安心の確保

2. 福祉の充実

3. 医療の充実

基本目標②

奈良県の子ども、若者の未来への責任

1. こども・子育て支援の充実、女性活躍

の推進

2. 教育の充実

基本目標③

豊かで活力ある奈良県を創る責任

1. 脱炭素社会の実現

2. 工業・商業の振興

3. 観光の振興

4. 食と農の振興

5. 林業の振興

6. 文化の振興

7. スポーツの振興

8. 南部東部地域の振興

基本目標④

3つの責任をしっかり果たすために

1. 県発展のための基盤整備

2. まちづくりの推進

3. 広域での連携

4. 県庁の働き方・職場環境改革の推進

5. 徹底した行財政改革


